
 

埼玉県の土砂災害対策に関する有識者委員会設置要綱 

 

（目的及び設置） 

第１条 埼玉県の土砂災害対策を推進していくためには、県の地形や地質に関する知見のみならず、

県の土砂災害対策の歴史や社会情勢を踏まえた土砂災害対策が必要である。 

  このようなことから、本県の特徴を理解しつつ、専門的な知見から県の砂防行政に助言いただ

くことを目的に「埼玉県の土砂災害対策に関する有識者委員会」（常設）（以下「委員会」という。）

を設置する。 

 

（検討事項） 

第２条 委員会は、次の事項について検討する。 

（１）砂防関係施設の整備に関すること 

（２）避難警戒体制の整備に関すること 

（３）その他必要な事項 

 

（組織） 

第３条 委員会は、別表の委員をもって構成する。 

２ 委員の任期は、平成３２年３月３１日までとする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員会には委員長を置く。委員長は委員の互選により選出する。 

５ 委員長に事故があるとき、又は、委員長が欠けたときは、委員長が指名する委員がその職務を

代理する。 

 

（報酬等） 

第４条 委員会に出席した委員の報酬及び交通費は、別紙「埼玉県の土砂災害対策に関する有識者  

 委員会に対する報酬等の取扱いについて」に基づき支払うものとする。 

 

（委員会） 

第５条 委員会は、委員長が招集し、主宰する。 

２ 委員長は、会務を掌理し、委員会を代表する。 

３ 委員長が必要と認める場合は、関係者の出席を求めることができる。 

４ 委員会の審議は原則公開とする。ただし、委員会が非公開とする旨を決定した場合は、この限 

 りではない。 

 

（事務局） 

第６条 委員会の事務局は、埼玉県県土整備部河川砂防課に置く。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定  

 める。 

 

  附則 

 この要綱は、平成３０年１１月２日から施行する。 



 

別表（第３条関係） 

 

埼玉県の土砂災害対策に関する有識者委員会委員名簿 

 

氏  名 現 職 名 

長田 昌彦 埼玉大学大学院理工学研究科 教授 

内村 太郎 埼玉大学工学部 准教授 

白木 克繁 東京農工大学農学部 准教授 

岩谷 忠幸 ＮＰＯ法人気象キャスターネットワーク 副代表 

内田 太郎 
国土交通省国土技術政策総合研究所 

土砂災害研究部 砂防研究室長 

藤平 大 
土木研究所土砂管理研究グループ 

地すべりチーム 上席研究員 

今森 直紀 
国土交通省関東地方整備局 

河川部河川計画課 課長補佐 

町田 真一 飯能市危機管理室長 

加藤 智博 埼玉県県土整備部参事兼河川砂防課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙（第４条関係） 

 

埼玉県の土砂災害対策に関する有識者委員会委員に対する報酬等の取扱いについて 

 

１ 委員のうち、有識者の委員に委員報酬として支給する報酬は、「執行機関の附属機関に 

 関する条例の適用を受ける審議会等の委員報酬の取扱いについて（通知）」に準拠して支  

 払うものとする。ただし、行政関係委員については無償とする。 

 

  勤務した日１日につき委員の委員報酬  １３，８００円（交通費は別途） 

 

２ 委員のうち、有識者の委員に費用弁償として支給する交通費は、「執行機関の附属機関  

 に関する条例」に準拠して支払うものとする。なお、交通費相当額の積算にかかる出発地  

 は、口座振替申出書に記載されている住所とする。ただし、国土技術政策総合研究所及び 

 土木研究所の委員以外の行政関係委員については旅費を支給しない。 

 

３ 報酬等の支払い対象委員 

 氏 名 所 属 報 酬 交通費 

学識経験者 長田 昌彦 
埼玉大学大学院 

理工学研究科 
○ ○ 

学識経験者 内村 太郎 埼玉大学工学部 ○ ○ 

学識経験者 白木 克繁 東京農工大学農学部 ○ ○ 

学識経験者 岩谷 忠幸 
NPO法人気象キャスター 

ネットワーク 
○ ○ 

行政関係 内田 太郎 
国土交通省国土技術政策総合研究所 

土砂災害研究部 砂防研究室 
 ○ 

行政関係 藤平 大 
土木研究所土砂管理研究グループ 

地すべりチーム 
 ○ 

行政関係 今森 直紀 
国土交通省関東地方整備局 

河川部河川計画課 
  

行政関係 町田 真一 飯能市危機管理室   

行政関係 加藤 智博 埼玉県県土整備部河川砂防課   

 

 


